兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程
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別表　兵庫県防犯設備優良住宅認定基準

第１章　総則
（目的）
第１条　この規程は、兵庫県地域安全まちづくり条例（平成18年兵庫県条例第３号）に基づき、県民が安全に安心して暮らせる地域社会を実現するための施策の一環として、公益社団法人兵庫県防犯協会連合会（以下「県防連」という。）及び特定非営利活動法人兵庫県防犯設備協会（以下「県防設」という。）が協働（以下「実施団体」という。）して、防犯性能の優れた住宅を兵庫県防犯設備優良住宅として認定するために必要な基準、手続等を定めるものとする。
　（認定制度の意義）
第２条　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度（以下「本制度」という。）は、防犯性能に優れた住宅を認定することにより、県民に安全安心に暮らせる住宅の情報を提供することにある。
（用語の定義）
第３条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（1） 住宅　居住用を目的とした建物で、建物本体の造作材料は問わない。
（2） 兵庫県防犯設備優良住宅　犯罪等に強い構造にするために、建物を構成する建築材料及び資材、部材等に防犯優良建物部品等を採り入れるなどの防犯対策が施され、防犯性能の優れた住宅をいう。
（3） 認定　住宅の設計が、第５条に規定する兵庫県防犯設備優良住宅認定基準（以下「認定基準」という。）の必須事項を満たし、それに基づき工事が完了した住宅で、実施団体が兵庫県防犯設備優良住宅として認めることをいう。
（認定等の対象）
第４条　本制度による認定の対象は、兵庫県内の住宅で兵庫県防犯優良マンション認定制度に構造設備等が該当しない住宅とする。
　（認定基準）
第５条　次の各号により構成する認定基準を別表に定める。
(1)　必須事項　住宅を建築する上で、防犯性能の向上の観点から整備の必要性が高く、必ず整備しなければならない事項をいう。
(2)　推奨事項　住宅を建築する上で、防犯性能の向上の観点から整備することが望ましい事項であるが、住宅の立地条件、構造等から、必要に応じて整備すべき事項をいう。
（3） 認定基準の変更等　上記(1)の必須事項及び(2)の推奨事項は、犯罪の発生状況その他の状況により、追加又は変更することがある。
第２章　代表者会議
　　（代表者会議の設置）
第６条　本制度の普及促進を図るため、実施団体の代表者による会議（以下「代表者会議」という。）を置く。
２　代表者会議の事務局は、県防連に置く。
３　代表者会議の議決は、全員の同意をもって決定する。
４　代表者会議に議長を置き、県防連の代表者をもって充てる。
　（代表者会議の所掌事項等）
第７条　代表者会議は、次の事項を調査、審議する。
(1)　本制度の根幹となる事項
(2)　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程（以下「規程」という。）及びそれに基づく規約等に関する事項
(3)　兵庫県防犯設備優良住宅認定審査委員（以下「認定審査委員」という。）の選任及び退任に関する事項
(4)　兵庫県防犯設備優良住宅の認定の取消しに関する事項
(5)　その他実施団体の代表者等が必要と認めた事項
２　代表者会議が、調査、審議に当たり必要があると認めたときは、関係行政機関又は学識経験者等の意見を聴くことができる。
第３章　審査会
（審査会の設置）
第８条　兵庫県防犯設備優良住宅の認定の審査等を行うため、兵庫県防犯設備優良住宅認定審査会（以下「審査会」という。）を置く。
２　審査会の事務局（以下「審査会事務局」という。）は、県防連に置く。
３　審査会に委員長を置き、県防連からの委員をもって充てる。
４　審査会は、委員長及び第４章に定める認定審査委員のうちから、審査を行う上で必要な数の認定審査委員で構成し、委員長が必要と認めたときに開催する。
５　審査会の議決は、審査会に出席した認定審査委員全員の同意をもって決定する。
　（審査会の所掌事項等）

第９条　審査会は、認定の審査に関して疑義の生じた事項等を所掌する。
２　審査会は、必要に応じ、関係者から意見を求めることができる。
第４章　兵庫県防犯設備優良住宅認定審査委員
（認定審査委員の任命）
第10条　代表者会議は、認定の審査、調査研究等を行うため、兵庫県防犯設備優良住宅認定審査委員（以下「認定審査委員」という。）を選任し、代表者会議の議長が任命する。
（実施団体の推薦）
第11条　実施団体は、認定審査委員の選任に当たり、次の者を推薦しなければならない。
(1)　県防連の職員
(2)　県防設会員で、公益社団法人日本防犯設備協会が認定する総合防犯設備士又は防犯設備士資格を有する者（防犯設備士の資格については、別に定める。）
　（認定審査委員の任期）
第12条　認定審査委員の任期は３年とし、再任を妨げない。
２　認定審査委員として任命された総合防犯設備士及び防犯設備士（以下「防犯設備士等」という。）は、審査の公正性を担保するため、その在任期間中、申請者からの依頼を受けて申請担当者となることはできない。
３　任期の途中で辞任した認定審査委員の補欠として就任した認定審査委員の任期は、前任者の残任期間とする。

第５章　兵庫県防犯設備優良住宅の認定等
（審査の申請）
第13条　兵庫県防犯設備優良住宅の認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、認定審査の申請を行う住宅（以下「申請住宅」という。）について、予め当該申請住宅が第５条に規定する認定基準の必須事項を満たしていることを防犯設備士等に確認させた上で、当該防犯設備士等を申請担当者として、県防連に兵庫県防犯設備優良住宅認定審査申請書（以下「申請書」という。）の正副各１通に必要な添付書類を添付し、これに第18条に規定する認定審査手数料を添えて、申請するものとする。
２　申請者から申請を委託され申請担当者となった防犯設備士等は、当該申請住宅が第５条に規定する認定基準の必須事項を満たしていることを確認するとともに、必要なときは推奨事項に関して申請者に対して適切な助言を行うなどの措置を講じた上で、前項に掲げる申請書を提出しなければならない。
（認定審査等）
第14条　実施団体は、申請を受理したときは、第８条に規定する審査会を開催し、又は第10条に規定する認定審査委員の中から適任者を選任して、申請住宅に係る防犯設備の整備状況等について、書類審査を行わせるものとする。
２　申請住宅に係る審査を担当した認定審査委員は、当該住宅に係る防犯設備の整備状況等が認定基準に適合すると認めたときは、審査結果報告書により、実施団体（審査会事務局経由）に報告するものとする。
３　前項の報告を受けた実施団体は、申請住宅が、審査の結果、認定基準に適合すると認めたときは、申請者に対して認定基準適合通知書により、認定基準に適合した旨の通知を行うものとする。

（認定証等の申請）
第15条　前条第３項の通知を受けた者は、当該申請住宅に係る工事が完了したときは、認定申請住宅建築完成報告書兼認定証等交付申請書及び兵庫県防犯設備優良住宅認定制度に係る誓約書を実施団体に提出し、認定証及び本制度によって優良住宅として認定された事実を示す標章（以下「認定標章」という。）の交付を申請するとともに、兵庫県防犯設備優良住宅認定審査の申請に係る関係書類の返却請求書兼受領書を提出して、申請書に添付した関係書類の返却を請求するものとする。
２　実施団体は、前項に規定する住宅建築の完成報告を受けた申請住宅の中から必要と認める住宅に対して、認定審査委員に現地調査を行わせることができる。
３　実施団体は、第１項の申請書等の提出を受けたときは、申請者に認定証及び認定標章（以下「認定証等」という。）を交付するとともに、申請時に提出を受けた関係書類を返却した上、受領書を徴するものとする。
４　実施団体は、申請者に認定証等を交付したときは、県防連に備え付ける兵庫県防犯設備優良住宅認定登録簿に必要事項を記載して、兵庫県防犯設備優良住宅に認定された住宅（以下「認定住宅」という。）として登録するものとする。

５　県防設は、前項の登録がなされたときは、兵庫県防犯設備優良住宅を建設した業者を県防設が開設するホームページに掲載するものとする。
（認定証等の有効期間）
第16条　認定証等の有効期間は、兵庫県防犯設備優良住宅認定登録簿に登録した日から起算して５年間とする。

　（所有者等の遵守事項）

第17条　認定住宅の所有者、管理者等（以下「所有者等」という。）は、交付を受けた認定標章を当該住宅の見やすい場所に掲示することができる。
２　所有者等は、認定住宅が設置する防犯設備の適正な維持管理に努めるとともに、本制度の実施に伴って実施団体が必要と認めた場合に行う調査に協力するものとする。
３　所有者等は、所有又は管理する住宅の周辺環境及び地域の安全が、認定住宅の安全に繋がるとの防犯意識を保持し、地域における防犯活動に対して可能な限りの協力に努めるものとする。
４　認定住宅が集合（共同）住宅である場合には、所有者等及び居住者は、自主的な防犯活動に努めるものとする。

（認定審査手数料等）
第18条　兵庫県防犯設備優良住宅の認定審査に必要な手数料等は、別に定める。
２　納付された認定審査手数料については、いかなる理由がある場合であっても返金はしないものとする。
第６章　認定の取消し等

　（認定の取消し等）
第19条　実施団体は、認定住宅が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、代表者会議の決定により認定を取り消すものとする。
(1)　所有者等が、認定取消申請書により認定の取消しを申請したとき。
(2)　認定住宅が設置する防犯設備等について、認定基準を満たさなくなったことが明らかとなったとき。
(3)　認定住宅が、火災、震災等により焼失又は著しく損壊したとき。
(4)　その他認定住宅の認定を取り消すべき事由を把握したとき。
　（認定の取消し等の通知）
第20条　実施団体は、前条の規定により認定を取り消したときは、所有者等に対し、その旨を認定取消通知書により通知するものとする。
２　県防連は、前項の規定により認定を取り消したとき、又は第16条に規定する認定証等の有効期間が過ぎたときは、県防連に備え付ける兵庫県防犯設備優良住宅認定登録簿の登録を抹消するものとする。

なお、これに併せて、県防設は、開設するホームページの関係部分の掲載を抹消するものとする。
第７章　雑則
　（守秘義務）
第21条　兵庫県防犯設備優良住宅の認定審査に関与した者は、審査上知り得た秘密を漏らしてはならない。
　（事務分掌）
第22条　実施団体の事務分掌については、別に定める。 
（事務局備え付け簿冊）

第23条　事務局に簿冊を備えるものとし、保存年限は次のとおりとする。
(1) 兵庫県防犯設備優良住宅認定登録簿（10年）
(2) 兵庫県防犯設備優良住宅認定取消申請書（10年）

　（補則）

第24条　この規程の施行のために必要な事項は、別に定める。
附則　本規程は、平成29年６月12日から施行する。
本規程を平成29年８月１日改正し、同日から施行する。
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程に係る規約
１　兵庫県防犯設備優良住宅認定審査委員規約
２　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程に係る様式等に関する規約
３　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度に係る認定審査手数料等規約
４　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度に係る事務分掌規約
１　兵庫県防犯設備優良住宅認定審査委員規約
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程第10条に規定する兵庫県防犯設備優良住宅認定審査委員の資格を次のように定める。
第１　認定審査委員の資格について　
(1)　公益社団法人日本防犯設備協会の実施する総合防犯設備士試験に合格し、登録された総合防犯設備士であること。
(2)　防犯設備士については、
ア　平成16年４月以降の防犯設備士試験に合格した防犯設備士
イ　平成16年４月以前に防犯設備士試験に合格した防犯設備士で、公益社団法人日本防犯設備協会の実施する防犯設備士ランクアップセミナーを受講終了後登録された者
のいずれかの者で、かつ、兵庫県防犯設備協会が行う「兵庫県防犯設備　　優良住宅認定制度」研修を終了した防犯設備士であること。
第２　認定審査委員の推薦に必要な書類
１　実施団体の推薦書
２　所属企業の推薦書
３　総合防犯設備士又は防犯設備士証の写  (更新済みの最新のものであること。)
４　経歴書及び誓約書
２　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程に係る様式等に関する規約

兵庫県防犯設備優良住宅に係る認定審査の申請等に必要な様式等について定める。
なお、規程における略称規定は、この規約において準用する。
第１　認定審査の申請等
　　申請者が、規程第13条に基づく認定審査の申請を行うときに必要な書類は、様式第1号(正) (副)の申請書、申請書の申請物件欄記載の添付書類、及び兵庫県防犯設備優良住宅認定基準チェックリスト（戸建住宅用）又は同チェックリスト（集合（共同）住宅用）とする。

なお、実施団体の事務局（以下「実施団体事務局」という。）は、申請書を受理したときは、申請者から提出された様式第1号(副)に、受付印の押印、申請受理年月日、受理番号の記載等を行った上で、申請者に交付するものとする。

第２　認定審査等
規程第14条に基づき、実施団体から選任された認定審査委員は、申請住宅に係る防犯設備の整備状況等が認定基準に適合すると判断したときは、様式第２号により実施団体（審査会事務局）に審査結果を報告し、実施団体（審査会事務局）は、申請住宅が認定基準に適合すると認めたときは、申請者に対して様式第３号により、その旨を通知するものとする。

第３　認定証等の交付等
申請者は、申請住宅が完成したときは、規程第15条に基づき、実施団体事務局に対して、様式第４号によりその旨の報告を行うとともに、様式第５号の誓約書を提出して認定証等の交付を申請する。その際、申請者は様式第６号により申請書に添付した関係書類の返却を請求するものとする。
前記請求を受けた実施団体事務局は、申請者に対して別記１の認定証及び別記２の認定標章を交付し、申請書に添付した関係書類を返却した上、受領書を徴するとともに、当該申請住宅について様式第７号の認定登録簿に登録するものとする。
第４　認定の取消し等
実施団体事務局は、所有者等が規程第19条に基づき、様式第８号により認定住宅に係る認定の取り消しを申請したとき、又は認定住宅の認定を取り消すべき事由を把握したときは、代表者会議の決定を受け、規程第20条に基づき、様式第９号により所有者等にその旨を通知するものとする。
３　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度に係る認定審査手数料等規約

兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程第18条第1項の規定により、兵庫県防犯設備優良住宅の認定審査に必要な手数料等を次のとおり定める。

１　認定審査手数料

兵庫県防犯設備優良住宅の認定審査に必要な手数料等は、次のとおりとする。
	住　宅　の　種　類　等
	認定審査手数料の額

	戸建住宅（１戸当たり）
	30,000円

	集合（共同）住宅

	８戸以下の住宅
	50,000円

	
	８戸を超える住宅
	上記金額に１戸当たり3,000円を追加。


（上記手数料に消費税を加算する。）

　　注　戸建住宅であっても、玄関が二箇所以上ある複数世帯の住宅は、
集合（共同）住宅とみなします。
２　認定証及び認定標章交付手数料
無料
　
４　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度に係る事務分掌規約
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程第22条の規定により、兵庫県防犯設備優良住宅認定制度の実施に関し、実施団体はそれぞれ次の事務を分掌する。
１　県防連の事務所掌
○　代表者会議及び審査会の事務局の設置
○　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程等の作成
○　兵庫県防犯設備優良住宅認定審査委員の推薦
○　兵庫県防犯設備優良住宅認定審査会の開催及び審査委員の決定
○　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度の申請書類の受領及び保管
○　兵庫県防犯設備優良住宅の認定の審査
○　兵庫県防犯設備優良住宅の認定

２　県防設の事務所掌
○　兵庫県防犯設備優良住宅の認定審査委員の推薦
○　兵庫県防犯設備優良住宅認定審査会委員の派遣
○　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度認定基準等の検討作成

○　兵庫県防犯設備優良住宅の認定の審査
○　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度に関する広報

○　兵庫県防犯設備優良住宅認定建設業者の公表
公益社団法人　兵庫県防犯協会連合会  会　長　　
　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人　兵庫県防犯設備協会  理事長
様式第1号（正）提出用
	兵庫県防犯設備優良住宅認定審査申請書
下記のとおり兵庫県防犯設備優良住宅の認定審査を申請します。
年　　月　　日
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人　兵庫県防犯協会連合会会長 　様
　　　　　　　　　　　　　    　申請者　　　　　　　　　　　　　　㊞

	　申　請　者
	会社名
	

	
	代表者氏名
	

	
	会社所在地
	

	
	連絡先
	(℡　　　　　　)　　　　　　　　　　　　                            

	
	その他参考
	

	　　申　請　物　件
	物件名
	

	
	所在地
	

	
	所有者等
	

	
	住宅種別
	新築・既存、戸建て住宅・集合(共同)住宅、個人用・商用

	
	物件の概要
	　　造　　　階建、戸数　　戸、延べ床面積　　　　㎡

	
	添付書類１
	平面詳細図（各階）　立面図　建具図・建具配置図・鍵姿写真

	
	添付書類２
	機器配置図・仕様書(インターホン・照明器具・非常ベル)　カタログ等

	
	竣工予定日
	　　　　　年　　　月　　　日

	認定審査の　　申請受付欄
	※　審査手数料の振り込み用紙をコピーしてのり付けしてください。


	受付印
	

	申請受理年月日
	　　　　　　　年　　月　　日　　　（※　　県防連記入欄）

	受理番号
	（※　　県防連記入欄）

	認定審査手数料
	基本額＝戸建住宅30,000円、
集合(共同)住宅50,000円(追加額＝1戸当たり3,000円×戸数)　　　※　消費税は別途

	申請担当防犯設備士氏名等
	氏名　　　　　　　　　　　　㊞
	□防犯設備士証写し□講習済証写し

	防犯設備士所属会社名
	
	連絡先
	（　　　）　－　　

	申請者との関係
	□申請会社に所属　　□申請の代行


様式第1号(副)申請者控え用
	兵庫県防犯設備優良住宅認定審査申請書
下記のとおり兵庫県防犯設備優良住宅の認定審査を申請します。
年　　月　　日
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人　兵庫県防犯協会連合会会長　 様
　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　㊞

	　申　請　者
	会社名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	(℡　　　　　　)　　　　　　　　　　　　                            

	
	その他参考
	

	　　申　請　物　件
	物件名
	

	
	所在地
	

	
	所有者等
	

	
	住宅種別
	新築・既存、戸建て住宅・集合(共同)住宅、個人用・商用

	
	物件の概要
	　　造　　　階建、戸数　　戸、延べ床面積　　　　㎡

	
	添付書類１
	平面詳細図（各階）　立面図　建具図・建具配置図・鍵姿写真

	
	添付書類２
	機器配置図・仕様書(インターホン・照明器具・非常ベル)　カタログ等

	
	竣工予定日
	年　　　月　　　日

	審査受付確認欄
	注
１　申請書（正）（副）各１通とともに、上記申請物件欄記載の添付書類1及び2をA4折ファイル留めして提出してください。
２　郵送による申請の場合は、申請書（副）の返送用封筒(申請者控え書類の返送先を記入(要切手))を同封してください。


	受付印
	

	申請受理年月日
	　　　　　年　　月　　日　　　（※　　県防連記入欄）

	受理番号
	（※　　県防連記入欄）

	認定審査手数料
	基本額＝戸建住宅30,000円、
集合(共同)住宅50,000円(追加額＝1戸当たり3,000円×戸数)　　　※　消費税は別途

	申請担当防犯設備士氏名等
	氏名　　　　　　　　　　　　㊞
	□防犯設備士証写し□講習済証写し

	防犯設備士所属会社名
	
	連絡先
	（　　）　　－　　

	申請者との関係
	□申請会社に所属　　□申請の代行


様式第2号
　　　　年　　月　　日
　実施団体（審査会事務局）
兵庫県防犯協会連合会　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
認定審査委員
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

審査結果報告書
次の認定申請住宅に係る防犯設備等、防犯性能について審査を実施した
結果、兵庫県防犯設備優良住宅の認定基準に適合していると認められます
ので報告します。
【認定申請住宅】
	　申　請　者
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	

	
	受理番号
	

	　申　請　物　件
	物件名
	

	
	物件所在地
	

	
	所有者等
	

	
	住宅種別
	

	
	申請担当
防犯設備士
	（※連絡先住所、氏名、電話番号等を記入すること）


様式第3号
兵庫県防犯設備優良住宅認定基準適合通知書
年　　月　　日
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人　兵庫県防犯協会連合会会長
　　
兵庫県防犯設備優良住宅に係る認定申請があった次の住宅については、
その防犯設備等、防犯性能について審査を実施した結果、兵庫県防犯設備
優良住宅の認定基準に適合していると認めます。
【認定申請住宅】
	　申　請　者
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	

	
	受理番号
	

	　申　請　物　件
	物件名
	

	
	物件所在地
	

	
	所有者等
	

	
	住宅種別
	

	
	申請担当
防犯設備士
	（※連絡先住所、氏名、電話番号等を記入すること）


※　申請住宅が完成したときは、様式第4号、第5号及び第6号を提出して下さい。
様式第４号
	認定申請住宅建築完成報告書兼認定証等交付申請書
下記のとおり、兵庫県防犯設備優良住宅の認定を申請した住宅（建物）が、申請どおり適正に認定基準に定められた必須項目全てについて、施工・設備された上で完成したことを報告するとともに、認定証及び認定標章の交付を申請します。

　　年　　月　　日
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人兵庫県防犯協会連合会会長 様
申請者　　　　　　　　　　　　　　㊞

	　申　請　者
	会社名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	(℡　　　　　　)　　　　　　　　　　　　                            

	
	その他参考
	

	　申　請　物　件
	物件名
	

	
	所在地
	

	
	所有者等
	

	
	住宅種別
	新築・既存　　戸建て住宅・集合(共同)住宅　　個人用・商用

	
	物件の概要
	　　造　　　階建、戸数　　戸、延べ床面積　　　　　㎡　　

	
	竣工日
	年　　月　　日

	申請受理年月日
	年　　月　　日

	受理番号
	

	申請担当防犯設備士氏名等
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	
	所属会社名等
	

	
	連絡先住所
	

	
	電話番号
	(      )　　　-　　　　　携帯

	
	申請者との関係
	□申請会社に所属　　□申請の代行


様式第５号
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度に関する誓約書
年　　月　　日
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人　兵庫県防犯協会連合会会長　　様
公益社団法人兵庫県防犯協会連合会及び特定非営利活動法人兵庫県防犯設備協会が行う「兵庫県防犯設備優良住宅認定制度」の認定を受けるに当たり、下記の事項を十分理解するとともに、誠実に厳守することを誓約いたします。
なお、認定証及び認定標章については、適正に取り扱います。
　　　　　　　　　　　　申請者

　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　物件名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　受理番号　　　　　　　　　　　　　　　　
記
１　兵庫県防犯設備優良住宅の認定は、犯罪が発生しないことを保証するものではなく、犯罪の防止に配慮した設備を有する住宅の普及を促進し、もって、安全・安心まちづくりの促進に寄与するものであること。
２　「認定」は、認定時において認定基準に適合していることを示すものであり、周辺環境や認定された物件の構造、設備等について変化がある場合は、速やかな改善が必要であること。
３　住宅建設依頼者、住宅購入者等に対して、「兵庫県防犯設備優良住宅認定制度」に関する事項を十分に説明すること。
以上
様式第６号
	兵庫県防犯設備優良住宅認定審査の申請に係る関係書類の返却請求書兼受領書
年　　月　　日
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人 兵庫県防犯協会連合会会長 　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請求者氏名　　　　　　　　㊞　
みだしのことについて、下表に記載した物件の認定審査について、申請時に提出した下記の書類の返却を請求します。
記
１　返却請求書類
申請時の添付書類１（平面詳細図等）、添付書類２（機器配置図等）及びその他の参考資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
以　　上

	受　　　領　　　書
年　　月　　日
兵庫県防犯設備優良住宅認定申請時に提出した上記返却請求書類のすべてを受領しました。
受領者氏名　　　　　　　　　　　㊞
住　所

連絡先(℡)

	　   申   請 　者
	会社名
	

	
	代表者氏名
	

	
	所在地
	

	
	連絡先
	電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                            

	
	受理番号
	

	
	申請物件名
	

	
	物件所在地
	

	
	所有者等
	


様式第8号
兵庫県防犯設備優良住宅認定取消申請書
下記のとおり兵庫県防犯設備優良住宅に係る認定の取り消しを申請します。
　年　　月　　日
　　兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人　兵庫県防犯協会連合会会長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
氏　名　　　　　　　㊞
	　　　　　　認　定　物　件  等
申  申請物件
	所在地
	

	
	認定番号
	

	
	所有者等
	

	
	連絡先
	電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                            

	
	取消事由
	

	
	
	

	
	その他
	1 　会社名
2 　代表者氏名

※　認定の取り消しの申請を当該住宅の所有者以外の会社が行う場合に記載すること。


様式第9号
兵庫県防犯設備優良住宅認定取消通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　様
兵庫県防犯設備優良住宅認定制度運営統括機関
公益社団法人　　兵庫県防犯協会連合会会長
認定番号
所在地
物件名
上記住宅に係る兵庫県防犯設備優良住宅の認定については、兵庫県防犯設備優良住宅認定制度取扱規程第19条の規定により、これを取り消したので通知します。
なお、認定時に交付された認定証及び認定標章は、速やかに返納して下さい。
様式第7号　（省略）
別記１　認定証　　（省略）
別記２　認定標章　（省略）
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